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After the Japanese defeat in the Pacific War in 1945, music instrument industry was 
forced to start again from scratch. But during the American occupation under General Douglas 
MacArthur, Japanese music education evolved to emphasize the importance of instrumental 
music. The Ministry of Education and the makers of musical instruments cooperated to supply 
instruments to schools.   
According to the ministry’s National Educational Guidelines for Music in 1958, every 
Japanese child was required to begin learning to play the reed organ in the first grade. 
This decision contributed greatly to the rapid spread of the electric-powered reed organ 
throughout Japan. Annual production of reed organs exceeded 90,000 units in 1958 and 
reached its peak of 560,000 in 1969.  
Meanwhile, the Yamaha Corporation, which had reconstructed its acoustic laboratory in 
1948, began producing electronic organs under the name Electone, in 1959. The Electone 
quickly gained popularity in Japan. Soon, Electones and pianos replaced the simple reed 
organs. Around the same time, the company founded the first Yamaha Music School in Tokyo 




ノ生産は、戦争で壊滅的な打撃を受け、1946（昭和 21）年にはわずか 24 台しか生産できなかった
のが、1954（昭和 29）年に 1 万台を突破し、1964（昭和 39）年には約 11 万台、そして、1979（昭
和 54）年には約 31 万台のピークを迎えた。日本のピアノ産業は戦後なぜこれほど伸びたのか、そ
のメカニズムの一端を明らかにすることが本稿の目的である。











































について述べられているが、表に掲載された 80 種のうち 54 種までは配給されないか、またはそれ
に近いものだった。翌 1948（昭和 23）年になると状況は少し改善されるとはいえ、日本楽器の昭











　敗戦後の 1945（昭和 20）年 9 月 15 日、文部省により「新日本建設ノ教育方針」が発表され、
従来の戦争遂行の要請に基づく教育施策を一掃して文化国家、道義国家の建設をめざすことになっ
た。10 月 22 日には、連合軍最高司令官マッカーサー元帥による「日本教育制度に対する管理政策案」
が告示される。総司令部には民間情報教育局（Civil Information and Education Section）いわゆる




　1946（昭和 21）年 3 月 30 日に提出された民主的・自由主義的傾向の強い『第一次米国教育使節














































































































究会」についての詳細は不明だが、1950 年代後半から 60 年代に活動していた。これに各地のヤマ
ハ特約楽器店が協力し、「楽器メーカーが講師を派遣し、楽器店が楽器を売る」というシステムが生
まれた。





























年代 生徒数 　講師数 会場数 備考
1954 150 9 1 実験教室
1955 500 20 5
1956 1,000 30 10 オルガン教室
1957 2,000 50 20
1958 3,000 100 150
1959 20,000 500 700 ヤマハ音楽教室
1960 60,000 1,000 1,500
1961 120,000 1,700 3,500
1962 150,000 2,000 4,500
1963 200,000 2,400 4,900
1964 210,000 2,500 4,900
1965 220,000 2,500 4,990
1966 230,000 2,800 5,200
1967 250,000 2,840 5,500 （財）ヤマハ音楽振興会設立（10 月）
1968 260,000 3,000 5,880






















日経連の科学技術教育の充実についての政府への上申などがあった。1957（昭和 32）年 9 月 13 日、






体が結束して全国的運動を展開し、それが社会問題に発展した。1957（昭和 32）年 9 月 4 日に
は、全国 45 団体からなり、音楽之友社社長の堀内敬三を議長とする「日本音楽会議」が結成され、
9 月 27 日、陳情書を作って文部省に提出した（『日本教育』1955（昭和 32）10 月 2 日付、真篠
1986：117 に所収）。
２）音楽教育強化全国大会

















小学版 1958（昭和 33）年 3 月号：52-62）。
３）楽器業界の動き
　こうした中で、楽器業界自体も当然のことながら積極的に動いていた。たとえば、東京楽器小売




とか単に音楽人口を増やすということではなく、善人教育 ( ﾏﾏ )、人間形成の立場から器楽教育の必
要性を強調したことが書かれている（『六十年の歩み』2003：93）。
４）『第三次学習指導要領改定案』中間発表
　1958（昭和 33）年 8 月 1 日、学習指導要領改訂案が中間発表された。ふたを開けてみると、中
学校の音楽の授業時間は下馬評通り削減され、中学校 3 年生が週 2 時間となっていたのが 1 時間に
なった（ただし、選択の時間で履修することも可能とされた）ものの、その一方で、小学校 1 年生




















































こうして、オルガンが小学校 1 年生で必修にされたことによって、学校は 1961（昭和 36）年までに「授
業を受ける生徒の人数分、もしくは授業の進行を妨げない程度のオルガン台数を確保しなければな
らなくなった」（田中 2011：56）。公立の小・中学校におけるピアノ・オルガンの設置状況を文部
省の統計からまとめた表を見ると、1954（昭和 29）年から 1961（昭和 36）年にかけて、ピアノ












































教室に通わせるようになった。オルガンの年間生産量は 1958（昭和 33）年に約 9 万台だったもの
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